
令和７年三重県議会定例会 

総務地域連携交通常任委員会 提出資料 

◎議案事項

１ 議案第 128号 地方自治法の一部を改正する法律等の施行に伴う関係条例の整理に 

関する条例案 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

２ 議案第 140号 財産の取得について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

◎所管事項

１ 「『令和７年版県政レポート』に基づく今後の『県政運営』等に係る意見」 

への回答について（総務部関係分） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

２ 審議会等の審議状況について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４ 

令和７年 10月 17日 

総   務   部 





◎ 議案事項

１ 議案第 128 号 

地方自治法の一部を改正する法律等の施行に伴う関係条例の整理に 

関する条例案 

１ 改正理由 

  地方自治法の一部改正等に伴い、関係条例の規定を整理するものです。 

＜関係条例＞ 

・三重県病院事業条例

・三重県公営企業の設置等に関する条例

・三重県流域下水道条例

・知事等の損害賠償責任の一部免責に関する条例

２ 改正内容 

 関係条例において引用している地方自治法及び地方自治法施行令について、次の

とおり変更します。 

・地方自治法第２４３条の２の７第１項を地方自治法第２４３条の２の８第１項

・地方自治法第２４３条の２の８第３項を地方自治法第２４３条の２の９第３項

・地方自治法第２４３条の２の８第８項を地方自治法第２４３条の２の９第８項

・地方自治法施行令第１７３条の４第１項第１号を地方自治法第１７３条の５

第１項第１号

・地方自治法施行令第１７３条の４第１項第２号を地方自治法施行令第１７３条

の５第１項第２号

※これらは、条項の繰り下げのみで、条例の内容に変更はありません。

３ 施行期日 

地方自治法の一部を改正する法律附則第１条第３号に掲げる規定の施行の日か

ら施行します。 
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２ 議案第 140 号 財産の取得について 

議案第 140号  財産の取得について 

契 約 の 名 称 三重県情報ネットワークシステム用機器の購入 

履 行 の 場 所 データセンター、本庁舎、総合庁舎、地域機関等 

金 額 888,199,400円（消費税等含む） 

契約の相手方の

住 所 氏 名 

津市桜橋2丁目149番地 

NTT西日本株式会社三重支店 

支店長 齊藤 朗 

契約締結年月日 令和 7年 9月 18日（仮契約日） 

契約期間 三重県議会の議決日から令和 14年 3月 31日 

契約内容 

 令和 8 年度末で既存の機器が保守期限を迎えるため、新たな機器を調達し、三

重県情報ネットワークシステムの再構築を行う。 

 契約方法 総合評価一般競争入札 

入

札

方

法 

年月日 令和 7年 8月 8日 

業者数 1 

価  格 
2,450,170,800円（消費税等含む） 

2,227,428,000円（消費税等抜き） 

回  数 1回 

摘  要 
総契約額は 5年間分の運用費も含めた 2,450,170,800円となり、うち財

産の取得はハードウェアおよびソフトウェアの部分（888,199,400円）

となる。 
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◎所管事項

●施策の取組
施策番号 施策名 主担当部局名 委員会意見 　　回答

10-1 社会における
DXの推進

総務部
デジタル推進
局

　空飛ぶクルマを活用した将来的なビジネスモデルの検討を
進めるうえで、本事業を継続するには目標や費用対効果が見
えづらいため、明確化されたい。

　空飛ぶクルマ事業では、観光、離島、防災などの地域課題の
解決による新たな産業の創出をめざしてきました。昨年度から
は民間事業者を主体に構成する研究会でビジネスモデルの検証
を行い、商用運航に向けた課題解決を検討しているところで
す。
　一方、国内での社会実装には至っていない状況から、今後
も、民間による機体開発や国の法整備の動向を注視しつつ、県
民への理解促進による社会受容性の向上に取り組んでまいりま
す。

●行政運営の取組
行政運営番号 施策名 主担当部局名 委員会意見 　　回答

2 県民の皆さんか
ら信頼される県
行政の推進

総務部 　職員の不祥事事案に対して、職員一人ひとりのコンプライ
アンス意識の向上だけでなく、組織として不祥事を防止する
仕組みづくりに取り組まれたい。

　再発防止に向けては、職員個人のコンプライアンス意識の問
題のみとすることなく、職員の業務負担の軽減や仕組みとして
不正押印を防止するなど組織の問題として取り組んでまいりま
す。

１　「『令和７年版県政レポート』に基づく今後の『県政運営』等に係る意見」への回答について（総務部関係分）
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２ 審議会等の審議状況について 
（令和7年6月3日～令和7年9月24日） 

（１）三重県公益認定等審議会

１ 審議会等の名称 三重県公益認定等審議会 

２ 開 催 年 月 日 令和７年７月９日 

３ 委 員 
会長 澤田 博 

委員 西﨑 賢治 ほか３名

４ 諮  問 事  項 公益認定申請に係る諮問（答申１件） 

・（一財）横山栄十郎記念会

変更認可申請に係る諮問（答申１件）

・（一社）亀山青年会議所

５ 調査審議結果 ・公益認定申請があった法人は、認定の基準に適合すると認めるのが

相当であるとの答申を決定した。

・変更認可申請があった法人は、認可の基準に適合すると認めるのが

相当であるとの答申を決定した。

６ 備 考

注）（一財）：一般財団法人、（一社）：一般社団法人
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（２）三重県行政不服審査会

１ 審議会等の名称 三重県行政不服審査会 

２ 開 催 年 月 日 令和７年６月24日、６月26日、７月29日、８月７日 

３ 委 員 
会長 木村 夏美 

委員 北村 香織 ほか４名

４ 諮  問 事  項 ・生活保護法第63条の規定に基づく生活保護費返還決定処分に係る審査 

請求事件  １件 

・地方税法第73条の２第１項及び三重県県税条例第56条第１項の規定に 

基づく不動産取得税の賦課決定処分に係る審査請求事件  １件 

５ 調査審議結果 審査請求２件について調査審議を行い、２件の答申を決定した。 

６ 備 考 

5



（３）三重県公文書等管理審査会

１ 審議会等の名称 三重県公文書等管理審査会 

２ 開 催 年 月 日 令和７年８月25日 

３ 委 員 
委員長 原田 大樹 

委 員 長尾 英介 ほか３名 

４ 諮  問 事  項 ・各実施機関の公文書管理規程の一部改正（案）について

５ 調査審議結果 諮問事項について調査審議を行い、答申を決定した。 

６ 備 考 
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（４）三重県情報公開・個人情報保護審査会 

１ 審議会等の名称 三重県情報公開・個人情報保護審査会 

２ 開 催 年 月 日 
令和７年６月30日、７月15日、７月30日、８月８日、８月27日、 

９月２日、９月17日 

３ 委  員 

会    長  名島 利喜 

会長職務代理  三田 泰雅 

委    員  伊藤 綾香  ほか５名 

４ 諮  問 事  項 ・特定事業者の建設残土不法投棄に関する業務報告及び監視日報の部分

開示決定に対する審査請求事案 

・業者いじめに関する文書の不存在決定に対する審査請求事案（４件併

合） 

・来庁した県民等への応対に関する文書の不存在決定に対する審査請求

事案（４件併合） 

・審査業務の進め方に関する文書の不存在決定に対する審査請求事案

（４件併合） 

・担当者会議に関する文書の部分開示・不存在決定に対する審査請求事

 案 

５ 調査審議結果 審査請求14事案について審議を行った。 

６ 備   考  
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（５）三重県公務災害補償等認定委員会

１ 審議会等の名称 三重県公務災害補償等認定委員会 

２ 開 催 年 月 日 令和７年７月17日 

３ 委 員 
委員長 伊藤 正朗 

委 員 中村 真潮  ほか３名

４ 諮  問 事  項 非常勤の職員の公務災害等の認定について 

５ 調査審議結果 諮問（１件）を受け、地方公務員災害補償法の基準により審議を行

い、答申を決定した。 

また、令和６年７月１日から令和７年６月30日までの軽易なる事案

（36件）の処理状況について、報告を了承した。 

６ 備 考 
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